
市川市　外郭団体経営状況シート

１.団体概要

千円( ％ )

２.組織状況 ３.情報公開状況
（令和7年4月1日現在） （令和7年4月1日現在）

（単位：人）

４.財務情報
（単位：千円）

117,686

117,675

11

227,880

227,880

177,025

50,855

11

0

市委託料 45,398 43,531 41,197 46,169

当期正味財産の増減 110 15 9

市補助金 0 0 0

負債 453,184 439,683 153,033

正味財産 50,818 50,834 50,844

資産の合計 504,002 490,517 203,877

負債及び正味財産の合計 504,002 490,517 203,877

総支出 322,528 62,844 346,031

当期収支 110 15 9

令和6年度

総収入 322,638 62,859 346,040

職員平均年齢 63.0歳

令和3年度 令和4年度 令和5年度

計 6 10 16

障がい者雇用率 0.0% 0.0% 0.0%

うち市現職者 0 0 0

うち障がい者 0 0 0

うち市退職者 4 0 4 組織情報 有

　職　員 5 0 5 財務情報 有

うち市現職者 0 6 6 評議員名

うち市退職者 1 0 1 役員名 有

設立目的

事業内容

　公共用地、公用地等の取得、管理、処分等を行うことにより、地域の秩序ある整備と市民福祉の増進に寄与するこ
とを目的とする。

　公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）第4条第１項及び第２項に掲げる業務（公有地等の取
得、造成、管理、処分）を行う。
（事業対象となる主な公有地等）
　１．同法第４条第１項又は第５条第１項に規定する土地
　２．道路、公園、緑地、その他の公共施設又は公用施設の用に供する土地
　３．公営企業の用に供する土地
　４．都市計画法第４条第７項に規定する市街地再開発事業その他政令で定める事業の用に供する土地

　役　員 1 10 11 定款、寄付行為 有

常勤 非常勤 計 Ｗebサイト 有

設立年月日 昭和50年7月18日

団体名称 市川市土地開発公社 所管部署 管財部管財課

代表者名 理事長　菊田滋也 所在地 市川市八幡３丁目３番２－４０８号

基本財産
（市川市出資比率）

10,000 100

作成日 令和7年8月13日
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５.評価指標

６.主要事業
（単位：千円）

市支出額

市支出割合

市支出額

市支出割合

0.0%

39.2%

0.0%

3.7%

27.6%

22.3%

156.6%

0.0%

事業費

事業名

区分

事業の概要

計画の期間

事業達成目標

当期結果の考察

各年度決算状況

事業名

当期結果の考察

335,419 14,285 15,296

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

335,419 14,285 15,296 96,282

96,282

公共用地の取得

受託

市川市との業務委託契約に基づく、都市計画道路用地等の公共用地の取得

令和6年度債務～

道路拡幅用地を地権者から取得する
・取得予定面積：592.37㎡
・取得予定金額：109，０００千円

道路拡幅用地を地権者から取得した
・取得面積：573.71㎡（96.8%）
・取得金額：96,282千円（88.3%）

134.9% 152.5%

固定長期適合率 0.0% 0.0% 0.0%

9.1%

安
全
性

自己資本比率 10.1% 10.4% 24.9%

流動比率 1021.0%

効
率
性

管理費比率 1.9% 7.3% 1.6%

人件費比率 9.8% 50.3%

11.9%

自主事業比率 0.0% 0.0% 0.0%

自
立
性

市補助金比率 0.0% 0.0% 0.0%

市委託料比率 14.1% 69.3%

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

公共用地の処分

区分 受託

事業の概要 市川市との業務委託契約に基づき取得した、都市計画道路用地等の市川市への処分

計画の期間 令和2年度債務～

事業達成目標
都市計画道路3･6･32号用地を市川市へ処分する
・処分予定面積：１１８.２１㎡
・処分予定金額：104,143千円

都市計画道路3･6･32号用地を市川市へ処分した
・処分面積：76.82㎡（６４.９%）
・処分金額：71,506千円（６８．６%）

各年度決算状況 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 277,130 19,313 304,833 71,506

277,130 19,313 304,833

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

71,506
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７.活動指標

８.改善実績

平成１８年

平成１４年

平成１５年

年度

・市派遣職員を６名から４名に減

・無利子の土地開発基金貸付金の本格活用を開始、民間人材派遣スタッフ１名を９月採用

・市派遣職員３名、民間人材派遣スタッフ１名の体制

・事業資金調達を入札に切り替え（金利負担の縮減、資金調達の公正性・透明性の確保）

・キャッシュフロー計算書の整備（平成１７年度決算）

平成１７年

平成１６年

②５年保有債務保証等
対象土地の簿価総額の
標準財政規模に占める
割合を１０％以下にす
る

平成２３年

平成２４年

平成１９年

平成２０年

平成２１年

・決算書附属明細書の整備（平成１８年度決算）、年賦未収金の圧縮の開始（土地処分方式の改善：一括所有権移
転・代金分割払→持分移転方式）

・監事１名を民間から任命（税理士）

・準備金の一部の運用を定期預金から地方債に切り替え

・年度中に５年以上の長期保有土地となるものを全て処分、また、未収金を全額回収

・土地開発公社予算基準に基づく予算への切り替え
・市派遣職員２名、雇用期限付職員（週３日勤務）２名の体制

・平成２５年度からの市派遣職員（２名）の引き上げのため、就業規則等の改正

平成２２年

実施内容

④借入金利息の縮減
（借入金利息単位：千
円）

0千円 0千円 0千円 0千円

借入金利息／期首借入
金残高

0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

③未収金の圧縮（未収
金残高の推移単位：千
円）

0千円 0千円 0千円 0千円

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

①市川市が債務保証等
をする借入金全高の標
準財政規模に占める割
合を２５％以下にする

0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
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令和3年
～

令和６年
・雇用期限付職員（常勤４名）、非常勤職員（週５勤務１名）の体制

平成３０年

令和元年
～

令和２年
・雇用期限付職員（常勤３名）、非常勤職員（常勤１名：週３日１名）の体制

平成２５年

平成２６年
～

平成２７年

・雇用期限付職員（常勤２名）、非常勤職員（週３日２名）、民間人材派遣スタッフ１名の体制

・雇用期限付職員（常勤３名）、民間人材派遣スタッフを廃止し、非常勤職員（常勤１名）の体制

・雇用期限付職員（常勤３名）、非常勤職員（週３日１名）、民間人材派遣スタッフ１名の体制

平成２８年
～

平成２９年
・雇用期限付職員（常勤４名）、民間人材派遣スタッフ１名の体制

4／4


